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高速増殖炉サイクルの実用化に向けた研究開発高速増殖炉サイクルの実用化に向けた研究開発

商業炉

発電ﾌﾟﾗﾝﾄとしての信頼性の実証
ナトリウム取扱技術の確立

商業用
燃料サイクル施設

原型炉「もんじゅ」
2008年度の運転再開を目指す

基礎・基盤研究

ナトリウム取扱技術の確立

実験炉「常陽」
＜実用施設＞＜実用施設＞

2025年頃の
実証炉の実現を目指す

プルトニウム燃料
製造施設

実用化研究開発

2015年頃に
実用施設及び実証施設の概念設計の提示
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実用化戦略調査研究
成立性に関わる要素試験研究や解析
システムの設計検討、概念構築1999年
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「もんじゅ」における研究開発の目標と進捗状況「もんじゅ」における研究開発の目標と進捗状況

エネルギー基本計画（２００７年３月閣議決定）
平成20年度（2008年度）に高速増殖原型炉「もんじゅ」の運転を再開し、10年程度以
内を目途に発電プラントとしての信頼性の実証及びナトリウム取扱技術の確立等所
期の目的を達成する。

進捗状況
平成１７年度

平成

２１年度

平成２０年度平成１９年度
平成１８年度

平成

16年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3
平成１７年度

平成

２１年度

平成２０年度平成１９年度
平成１８年度

平成

16年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

ナトリウム漏えい対策改造工事

及び工事確認試験を終了

プラント確認試験を実施

準備工事

本 体 工 事
８／３０
完了

８／３１

臨界

性能試験12/18

5/23
完了

9/1

3/3

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

プラント確認試験

全１４１項目

準備工事

本 体 工 事
８／３０
完了

８／３１

臨界

性能試験12/18

5/23
完了

9/1

3/3

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

プラント確認試験

全１４１項目
プラント確認試験を実施

141項目中79項目終了（6/2現在）
プラント確認試験工 事 確 認 試 験

（全８６項目）
性能試験前準備点検

８／３１
開始

原子炉を安全・安定に制御する機能

燃料を安全に取扱う機能 燃料交換後炉心流量確認

燃料交換

プラント確認試験工 事 確 認 試 験

（全８６項目）
性能試験前準備点検

８／３１
開始

原子炉を安全・安定に制御する機能

燃料を安全に取扱う機能 燃料交換後炉心流量確認

燃料交換

非常用電源設備の電源供給機能

原子炉を冷却する機能

蒸気発生器の安全性及び安全を監視する機能

放射性物質の閉じ込め機能 原子炉格納容器全体漏えい率試験

放射線監視及び管理する機能

非常用電源設備の電源供給機能

原子炉を冷却する機能

蒸気発生器の安全性及び安全を監視する機能

放射性物質の閉じ込め機能 原子炉格納容器全体漏えい率試験

放射線監視及び管理する機能
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放射線監視及び管理する機能

設備点検 設備点検ナトリウム漏えい検出器等点検作業

放射線監視及び管理する機能

設備点検 設備点検ナトリウム漏えい検出器等点検作業



「もんじゅ」における研究開発の課題「もんじゅ」における研究開発の課題

１．「もんじゅ」の運転再開に向けた取組

プラント確認試験の着実な実施

「もんじゅ」耐震安全性評価に対する国の確認

運転再開に対する県民の理解

２．性能試験に向けた取組

国際協力の推進国際協力の推進

学会等の提案の反映

３．地域共生のための取組

福井県の「エネルギー研究開発拠点化計画」への貢献

Japan Atomic Energy AgencyJapan Atomic Energy Agency 3

福井県の エネルギ 研究開発拠点化計画」 の貢献



高速増殖炉サイクル実用化研究開発の目標高速増殖炉サイクル実用化研究開発の目標

エネルギー基本計画（２００７年３月閣議決定）

高速増殖炉サイクルの実用施設及びその実証施設の概念設計を平成２７年（２０１５年）に提示するこ高速増殖炉サイクルの実用施設及びその実証施設の概念設計を平成 年（ ０ ５年）に提示する
とを目指す「高速増殖炉サイクル実用化研究開発」を推進する。

経済性に係る課題経済性に係る課題 信頼性向上に係る課題信頼性向上に係る課題

○ナトリウム取扱技術○建屋容積・物量の削減

①配管短縮のための高クロム鋼の開発

④原子炉容器の パクト化

③1次冷却系簡素化のためのポンプ組込型
中間熱交換器開発

②ｼｽﾃﾑ簡素化のための冷却系2ループ化

⑧配管2重化によるNa漏洩対策と技術開発

⑨直管2重伝熱管蒸気発生器の開発

⑩保守、補修性を考慮したプラント設計と技
術開発

蒸気発生器

○炉心安全性の向上

○耐震性の向上
○高燃焼度化による長期運転サイクルの実現

⑬大型炉の炉心耐震技術

④原子炉容器のコンパクト化

⑦高燃焼度化に対応した炉心燃料の開発

⑫炉心損傷時の再臨界回避技術

⑪受動的炉停止と自然循環による炉心冷却

⑤ｼｽﾃﾑ簡素化のための燃料取扱系の開発

⑥物量削減と工期短縮のための格納容器
のSC造化

安全性向上に係る課題安全性向上に係る課題

プ

炉容器
炉心

解体・せん断
脱硝・転換

⑬大型炉の炉心耐震技術
⑦ 燃 度 炉 燃

ポンプ組込型
中間熱交換器

①解体・せん断技術の開発

③晶析技術による効率的ウラン回収システ
ムの開発

②高効率溶解技術の開発

④U,Pu,Npを一括回収する高効率抽出シス

⑦脱硝・転換・造粒一元処理技術の開発

⑧ダイ潤滑成型技術の開発

⑨焼結・O/M調整技術の開発

溶解

晶析

成型・焼結

④ , , pを 括回収する高効率抽出シ
テムの開発

⑤抽出クロマト法によるMA回収技術の開
発

⑩燃料基礎物性研究

⑪セル内遠隔設備開発

⑫TRU燃料取扱い技術⑥廃棄物低減化（廃液2極化）技術の開発

先進湿式法 簡素化 ﾟﾚ ﾄ法

抽出

MA回収

組立て
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高速増殖炉（ナトリウム冷却炉）の技術開発課題（１３課題） 燃料サイクルシステムの技術開発課題（１２課題）

先進湿式法
再処理

簡素化ﾍ ﾚｯﾄ法
燃料製造先進湿式法再処理 簡素化ペレット法燃料製造



高速増殖炉サイクル実用化研究開発の成果（１）高速増殖炉サイクル実用化研究開発の成果（１）

実証炉の設計研究実用炉の開発

要素技術開発成果の設計への反映例

原子炉停止時の温度成層化現象
⇒ 原子炉上部を実機の1/10縮尺

実用炉設計の具体化との整合を図り
つつ実証炉の概念検討を実施

で模擬した水試験により緩和策
を検討

⇒ 燃料交換機を挿入するための
孔を定格運転時に塞ぐためのプ
ラグを低位置まで延長すること

2006 2007 2008 2009 20102006 2007 2008 2009 2010

炉心・ＮＳＳＳ（原子力蒸気供給システム）の概念設計（系統と主要機器）

プラント基本条件（設計方
針、適用基準、各機器・系
統の設計条件）の設定

技術実証性の検討

75万kWeクラス

の実現を目指し
て検討を行いラグを低位置まで延長すること

が有効 水試験装置

【従来設計】 【試験成果を反映】
BOP （水・蒸気系、燃取設備、電気・計測制御等）の概念検討

安全評価（異常な過渡変化、事故、設計基準を超える事象）

技術実証性の検討

プラント熱過渡評価

て検討を行い、
併せて50万
kWeクラスの評

価も実施
炉心、燃料仕様の設定

【従来設計】 【試験成果を反映】
O （水 蒸気系、燃取設備、電気 計測制御等）の概念検討

運転・制御、保守・補修性評価

建屋・配置設計

原子炉構造の設定

主冷却系の系統・機器構
造設定

実用炉設計に反映

経済性評価

全体計画の策定と技術総括

原子炉建屋配置及び基
本構造の設定

・機器・構造の製作性
・技術的実現性のリスク
・革新技術の実証性

2010年上期に予定
している実証炉仕様
暫定のための議論
に資する。
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これまでの進捗



高速増殖炉サイクル実用化研究開発の成果（２）高速増殖炉サイクル実用化研究開発の成果（２）

2006 2007 2008 2009 2010 ～2015

燃料サイクル実用施設の
安全設計検討（実用施設概念の具体化）

燃料サイクル実用施設の
設計研究 安全設計検討（実用施設概念の具体化）

施設設計検討（要素開発等の進捗を反映した最適化）

周辺工程設計検討（実用施設概念の具体化）
概念設計

燃料サイクル実証施設の
設計研究

概念設計検討

概念検討（実用施設設計、要素開発成果に基づく施設仕様）
概念設計

FBRサイクル
導入期の検討 シナリオ解析、機器・設備仕様検討

プラント概略仕様検討

第二再処理工場に
関する国の議論

要素技術開発成果の例 【簡素化ペレット法燃料製造】
焼結、O/M調整技術の開発

自己発熱が大き 原料粉

供給液
溶離液
洗浄液

吸着材の外観

これまでの進捗

【先進湿式法再処理】
MA回収技術の開発
⇒ 抽出用MA吸着材の酸、熱、

放射線に対する耐久性を

⇒自己発熱が大きい原料粉の
酸化による影響を把握

⇒原料粉酸化の許容範囲を評価

抽

洗浄液

高レベル
廃液

（MA含有）
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評価
⇒安全設計の検討に反映予定

原料粉の酸素ポテンシャルが
高すぎるとペレットにクラック
（ひび）を生じる（左→右）

抽出カラム 高レベル廃液

MA含有製品

洗浄廃液



高速増殖炉サイクル実用化研究開発の課題高速増殖炉サイクル実用化研究開発の課題

１．高速増殖炉の研究開発体制の充実

実証炉の実現に向けた研究開発体制

■中核企業（三菱重工㈱）の選定と
三菱FBRシステムズ（MFBR）が設立

■機構と2社で基本協定を締結と役割分担の整理実証炉の実現に向けた研究開発体制
の活用

中核メーカ等の育成（連携強化、技術
移転 人材確保）

■機構と2社で基本協定を締結と役割分担の整理

経産省

原子力機構

文科省

ｱﾄﾞ ﾞｲｻﾞﾘ ﾐ ﾃ

プロジェクトの
推進・管理等
担当

主に設計移転、人材確保）

２．国際協力の推進
我が国の技術の国際標準化を目指す

ＦＢＲ開発会社
（三菱ＦＢＲｼｽﾃﾑｽﾞ）

電力会社
中核メーカ

（三菱重工業）

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰｺﾐｯﾃｨ
・Ｒ＆Ｄ成果の提示
・技術者の出向

・一部出資
・技術者の出向

・一括発注

メ カ 大学 研究機関等に発注

・大部分を出資

・チェック機能
・プロジェクト推進への助言

主に設計
研究担当

我が国の技術の国際標準化を目指す

国際的な資金分担・業務分担による研
究開発の効率向上

メーカ メーカ 大学・研究機関等

・メーカ、大学・研究機関等に発注

基本設計開始までのＦＢＲ研究開発体制

明確な責任体制の
下で効率的に開発が
実施できるよう、
中核メーカ１社に
責任と権限を集中

三国協力の内容三国協力の内容

＜協調＞
共通の目標・基準
インフラ等のコスト分担等

特徴：協調と競合の共存

三国協力の内容国協力 内容

タスク１：設計目標、ハイレベルの設計要求の設定
タスク２：共通の安全原則の設定
タスク３：炉型（ループ、タンク）及び出力レベルの検討
タスク４：酸化物燃料と金属燃料の予備的比較検討とﾒﾘｯﾄ・ﾃﾞﾒﾘｯﾄの評価
タスク５：ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ燃料製造施設に関する共通の戦略についての協議

※五者協議会：「高速増殖炉サイクル実証プロセスへの円
滑移行に関する五者協議会」の略。高速
増殖炉サイクルの研究開発段階から実
証・実用化段階への移行にあたっての課
題を検討し 関係者間での共有を図るため

開発目標についてはGIFとほぼ同じ

＜競合＞
炉型、燃料等の比較検討等

多国間の既存枠組みとの連携

IAEA

タスク５：ｽﾀ ﾄｱｯﾌ 燃料製造施設に関する共通の戦略についての協議
タスク６：建設費、運転費、保守費の削減等のために必要な革新技術の摘出
タスク７：ｲﾝﾌﾗを活用した研究協力計画の作成及び研究協力の可能性があるｲﾝﾌﾗの特定
タスク８：プロトタイプ炉の導入時期等の全体スケジュールの議論
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題を検討し、関係者間での共有を図るため、
文科省、経産省、電事連、電工会及び原
子力機構の５者により設置。

高速炉サイクル技術の国際標準化高速炉サイクル技術の国際標準化


